
第16回：人事・労務管理

東京大学経済学部

藤本隆宏

経営管理

１. 人事・労務管理の基本概念

２. 人事・労務管理の構成要素：米国現地工場を事例に
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作物の創作等については、著作権者より直接使用許諾を得る必要があります。」



１．人事・労務管理の基本概念

人事・労務管理： システムへのインプット（生産要素）のうち、

労働力（ヒト）を対象とする管理の体系

生産 ＝ 製品設計情報の、工程から製品への転写

工程において製品設計情報を担うメディア（媒体）は・・・

ハードウェア

ソフトウェア

カミ（作業標準など）

ヒト（人の中に体化した熟練・技能）→ 人事・労務管理



人事･労務管理のプロセス

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp4 図10.1)

‡



労使関係管理

採用管理

雇用量管理

配置・昇進管理

訓練･教育管理

作業設計・職務設計

賃金管理

人事･労務評価

作業条件管理

動機付け・コミュニケーション管理

工場管理組織

人事･労務管理の体系

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』
日本経済新聞社 2001 (Ⅱp4 図10.1) ‡



人事・労務管理の目的

（１）生産要素である労働力の質と量の確保

（２）良好な労使協力関係の維持と労働者自身の満足

近年は、同時達成を目指す複眼的なアプローチが台頭

人的資源管理（ＨＲＭ：Human Resource Management）

コントロールからコミットメントへ（Walton）



コントロールからコミットメントへ（Ｗａｌｔｏｎ）

資料：Ｗａｌｔｏｎ（１９８５）をもとに作成

コントロール･モデル コミットメント･モデル

作業設計

作業の細分化　　熟練の解体(deskill)
自分の作業分担にしか関与しない
計画（専門技術者)と実行(作業者)の分断
作業の固定化

作業幅を広く規定　　多能工化(multi-skilled)
システム全体の改善にチームとして共同責任
計画と実行の統合(作業者、技術者の共同作業)
状況に応じて作業割り当てをフレキシブルに変更

業績評価
最低達成目標を基準に評価
業績安定志向

高い目標を設定する
業績向上指向

管理組織

トップダウン、管理階層が多い
ルール(規則)と手続きによる統制
公式権限を根拠とする権力行使
様々なステータス･シンボルの強調

フラット、管理階層が少ない
価値・目標の共有
専門能力(expertise)を根拠とする権力行使
ステータス・シンボルをなくし、平準化

賃金体系
個人別の報酬体系のみ
職務給(job-evaluation-based)

団体給、グループ･インセンティブの併用
職能給(skill-based)

雇用保障･訓練
レイオフにより、人件費を変動費化
訓練の軽視（単能工）

レイオフをできるだけ回避する努力
訓練の重視(多能工)

労使関係　・
コミュニケーション

狭い範囲での労使コミュニケーション
苦情制度、団体交渉を通じた情報伝達
敵対的な労使関係(advesarial)

広範な従業員参加制度
会社のデータに関する労使の情報共有
労使共同での問題解決

経営哲学 経営権の強調　　　株主への責任重視 多元的な利害関係者を考慮



従業員重視思想の系譜

レーバー・リフォーマー

人間関係論（Human Relations）

組織開発論（ＯＤ）、

職務充実論（Job Enrichment）
Ｙ理論（マグレガー）

しかし、従業員重視は、競争力につながるか？

・・・「ジャパニーズ・マネジメント」ブーム（８０年代）



トヨタ生産方式の構成要素

‡

門田安弘 『トヨタの現場管理』 日本能率協会 1978



36.2
97.0

7.8

14.4
2.0

0.6
1.9
0.4
14.8
173.3
12.1

25.1
82.3

7.8

12.9
2.9

17.3
0.9
0.4
67.1
46.4
11.7

21.2
65.0

9.1

4.9
1.6

71.3
2.7
1.4
8.7

370.0
4.8

16.8
60.0

5.7

4.1
0.2

69.3
3.0
61.6
11.9
380.3
5.0

実績：

生産性（時間／台）

品質（欠陥数／100台）

工場レイアウト：

スペース（平方フィート／台／年）

手直し部の広さ：

（組立部の面積に対する％）

在庫（日、サンプル部品は８種類）

労働者：

チーム編成率（％）

交代制（０＝なし、４＝頻繁）

指示回数（個／人）

職務数

新人訓練時間

欠勤数

欧州
全体

北米にある

米国車工場

北米にある

日本車工場

日本にある

日本車工場

量販車メーカーにおける組立工場特性（1989年）

出典：IMVP World Assembly Plant Survey, 1989, and J.D. Power Initial Quality Survey, 1989



２．人事・労務管理の構成要素：

米国現地工場を事例に

日本の高パフォーマンス企業の人事・労務管理体系

・・・海外現地工場への「適用」は可能か？ 「適応」？

・普遍説（海外でも通用、共通性）

・特殊説（日本文化）

・歴史説（戦後日本の歴史的産物）

参考：日本的経営論（経営家族主義、集団主義、全人格的参加、ムラ起源説、
義務の無限定性、全人的な人間尊重、人本主義、etc.）



（１）労使関係管理

日本では・・・

企業別組合 ⇔ 産業別組合

日本での組織率は減少傾向。

大企業中心

戦後の民間製造大企業では ・・・ 労使協調



アメリカでは・・・

組合化の是非は従業員の投票で決める（NLRBの管理下）

労使対立の伝統

細かい労働慣行（ワークルール）＝ 経営権乱用に対抗

組合そのものが悪いわけではない？

結局はマネジメントの問題（ＮＵＭＭＩの教訓）



労働組合に対する２つの見方

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp13 表10.2) 
R.B.フリーマン、J.L.メドッフ 『労働組合の活路』 島田晴雄、岸智子訳、日本生産性本部より筆者作成

‡



（２）採用・配置・昇進管理

採用： 日本（戦後の製造大企業）では・・・

本工・・・新卒の定期採用（養成工を含む）

中途採用で補完（臨時工からの本工採用など）

採用： アメリカでは・・・

ポストがあく（ジョブ・オープニング）→ 公募

差別対策。アファーマティブ・アクション・プログラム

先任権（seniority）：「まぎれのないルール」



• 性別

• 年齢及び生年月日

• 外国語の能力（出身国、人種が
推定できるから）

• 両親の姓名（ “ ）

• 所属クラブ･組織（ " ）

• 結婚しているかどうか（能力とは
関係ない）

• 子供の数（ " ）

• 写真（性別、人種がわかる）

• 身長・体重（仕事とは関係ない）

• 出生地（人種・出身国がわかる）

• 目や毛の色（ " ）

• 名前

• 住所

• 電話番号

• 社会保険の番号

• 学歴 （ただし仕事の内容に関連が

ないとダメ）

• 職歴、前職の賃金、採用時期、辞
めた理由

• どの職種が面白かったか（面白くな
かったか）、その理由

• 何を最もやりたいか

許されない事項または避けるべき事項許される事項

採用申込書で許される主な質問事項と許されない事項

カッコ内は、許されない（避けるべき）理由。

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp15 表10.3)
ネビンス、T.J.『対米進出企業の労務管理のすべて』日本貿易振興会（p.69-71）

‡



日系自動車メーカーの
米国現地工場における
初期の採用プロセス

地元の地方自治体の手厚い補助

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp17 図10.2)
Conference Board 資料ほかより筆者作成

‡



配置： 日本では・・・

計画的なローテーション（部門間異動）

技術的な関連性のある職務の間で

「応援」（一時的な配転）で変動吸収

配置： アメリカでは・・・

レイオフ（一時解雇）を引き金に「バンピング」

（意図せざるローテーション）

レイオフと再雇用



米国自動車メーカーのレイオフ（１９７９～８０）



昇進：日本では・・・

内部昇進制が一般的（累積的評価により内部選抜）

特に、熟練が徐々に高まっていく職場で（小池）

昇進：アメリカでは・・・

外部採用が相対的に多い。

しかし、内部昇進もある程度普及（小池）



（３）雇用量管理

日本（戦後の製造大企業）では・・・

「終身雇用制」・・・これは不正確

実際は「定年のある本採用従業員の安定雇用政策」

生産量の変動は、残業、操業短縮、臨時工、下請け、

自然減、出向・転籍、希望退職などで出来るだけカバー

アメリカ（伝統的大量生産方式）では・・・

明確なるルールに基づくレイオフ

先任権ルール（勤続年数）



レイオフは
必要に応じ行う

２８％

約束はしないが、なるべく
レイオフを避ける政策

６４％

レイオフはしない
と約束している

５％

他

日系メーカーの米国現地工場におけるレイオフ政策（１９８０）

資料：日興リサーチセンター 1980年実施のアンケート調査 ‡



（４）訓練・教育管理

日本（戦後の製造大企業）では・・・

多能工の育成

（トヨタの専門技能習得制度など）

「ＯＪＴ」と「オフＪＴ」の組み合わせ

アメリカ（伝統的大量生産方式）では・・・

単能工

細分化された職務区分（Job Classification）



トヨタの専門技能習得制度

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp23 図10.4) 
トヨタ自動車

‡



トヨタの専門技能

習得制度

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』
日本経済新聞社 2001 (Ⅱp24 図10.4) 
ヨタ自動車

‡



日本の製鉄所の
多能工化プログラム

日本労働研究機構 『鉄鋼業の労使関係と人材育成』

‡



本
田
の
方
が
大
規
模

本
田
の
み

日
産
の
方
が
大
規
模

比較

• 200人常駐（82年11月）

（職長クラスのライン、スタッフが大半）

• 米国人ワーカーのO.J.T.
• 84年フル繰業時には日本人は40名残る

予定

• 65人の技術者（82年）

設備設置

試運転

立上りの支援

e.g. 在庫管理アナリスト’82.6～’83.12
上塗り担当職長 ’83.2～‘83.6

• 82年11月には、合計100人が常駐

日
本
か
ら
の
技
術
者
派
遣

• オハイオ工場２輪部門から120人を配置

転換―

配
置
転
換

日
本
で
の
米
国
従
業
員
研
修

• 合計：200名（60人ずつ？）

（2輪工場からの配置転換組60名を含む）

• 期間：１～２ヶ月（81年末～82年秋の間）

• 場所：狭山工場（アコード）

• 方法：マンツーマンのO.J.T.

• 合計425名（１回40～50人ずつ）

課長級 30～40人

係長・職長級 200人

メンテナンス 30人

時給工 128人

• 期間：1～3ヶ月（82年中に終了）

• 場所：九州工場（小型トラック）

• 方法：O.J.T. Off J.T.、QC参加、など

本田日産

労務者訓練の方式 －日産、本田の米国工場（１９８２）－



日産テネシー工場の訓練プログラム（スーパーバイザー訓練）

選抜
(Selection)

80時間

オリエンテーション
(Orientation 80 hrs)

訓練委託
（於 日本）
Training 

assignment
in Japan

スーパーバイザー／技術･技能プログラム
(Supervisory / technical skills program)

①

②

④③

リーダーシップ／チームづくり／労務意欲の促進
Leadership / Team Building / Employee Involvement

⑤

各機械工程別訓練
(Selected machine or process specific training)

⑥

ジョブ指示訓練
(Job Instruction Training)

⑦

第1グループの詳細な指導

次グループへの配属
(Close supervision: First Group

Double Manning
Subsequent Groups)

⑧

訓練終了証明
(Task Certification)

⑨

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp25 図10.5)
Iron Age 1982年9月15日号より筆者作成

‡



（５）職務設計 ・・・ 「分業の設計」

作業受け持ちの幅

狭い ・・・ アメリカ（伝統的大量生産方式）

やや広い ・・・ 日本（トヨタなどの多作業持ち）

非常に広い ・・・ ボルボ方式（２人で１台組み立てる）

人間化の側面：職務拡大と職務充実（ソシオテクニカル理論）

競争力の側面：日本企業の競争力顕在化で多能工が脚光

近年は融合化の傾向

（トヨタの事例：『生産システムの進化論』７章）



分析的アプローチと設計的アプローチの手順

資料：師岡「IEの手ほどき」

分析的アプローチ

① 問題 の認識

② データを収集・分析

③ 仮説と開発

④ 実験

⑤ 結果の検討

⑥ 結果の適用

設計的アプローチ

① 設計するシステムの選択

② システムの機能 を展開

③ システムの開発

④ 実験

⑤ システムを選択

⑥ システムを導入



組立ラインにおける
職務設計と作業割当

工程をまたがるか、

品種をまたがるか、

両方か

米国の工場に多かった

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp27 図10.6a)

‡



組立ラインにおける
職務設計と作業割当

工程をまたがるか、

品種をまたがるか、

両方か

日本の自動車工場に多い

ボルボ方式

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp28 図10.6a)

‡



チーム作業組織と作業割当

チームへの作業割当

チーム内での作業割当



藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp29 図10.6b)

‡



藤本隆宏 『生産システムの進化論』 有斐閣

‡



分業のメリット・デメリット

経営側にとって 労働側にとって

分
業
の
メ
リ
ッ
ト

分
業
の
デ
メ
リ
ッ
ト

○ 訓練時間、コストの制約

○ 採用が容易になる

○ 単純繰り返し作業による高生産性

○ 労働者を取替え可能→低賃金

○ 作業フロー、工数のコントロール

○ アウトプットに重大な責任を負わなくて良い

○ 精神集中力(mental effort)を要しない

○ 教育（学歴）が低くても仕事が手に入る。

● 品質のコントロールが難しい

（全体責任を取るものがいない)

● 労働者の不満からくるhidden cost

● ワーカーの能力をフルに引出して

いないことからくる。低生産性！

● 退屈(boredom)

● やりがいがない(little gratification)

● 作業ペースをコントロールできぬ

→疲労、イライラ

● 進歩、改善、学習の機会がない

● ワーカー同志のコミュニケーション機会なし

● 局部疲労(local muscular fatigue)



（６）賃金管理 ・・・ 賃金水準管理と賃金体系管理

賃金体系…基本給を核に編成された複合的な賃金

仕事給（職務給）

能力給（職能給）

生活給

属人給（年功賃金を含む）

能率給（成果としての生産性とリンク）

例：トヨタ的な賃金体系・・・範囲職能給と生産手当を核とした総合決定給



範囲職務給・範囲職能給

注：図は日本で一般的な重複型だが、他に接合型,間接型もありうる。

昇格

最低保障額

上限

定期昇給（加給）

賃金額

等級（職務あるいは職務遂行能力に対応）

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp37 図10.10)

‡



米国自動車メーカーの
細分化された職務給
（１９８１）

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp39 表10.4) UAW資料

‡



賃金水準管理：

日米自動車メーカーの
人件費比較（１９８１）

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp41 表10.5)
「日刊自動車新聞」1981年11月13日、ハーバー・アソシェイツ社、アーサー・アンダーセン社ほか。GM資料に基づく

著作権処理の都合で、この場所に挿入され
ていた図を省略させていただきます



（７）作業条件管理

(ⅰ) 労働時間・休憩時間・勤務体制

時短問題

昼夜２交替から連続２交替へ（トヨタ）

(ⅱ) 作業安全

(ⅲ) 作業環境・作業疲労・作業姿勢

３Ｋ職場対策



自動車総連における年間労務時間の推移

7.497.847.517.257.186.82年休取得日数

224204205202239306所定外労働時間

1,9561,9621,9641,9681,9571,999所定労働時間

2,1212,0992,1062,1022,1542,237総労働時間

96年95年94年93年92年91年

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp43 表10.6) 
『自動車総連第64回中央委員会議案書』

‡



（８）モチベーション・コミュニケーション管理

内発的な動機付け、

特にコミュニケーションは、人事・労務管理の柱

小集団活動、提案制度

労使協議会・懇談会

社内報、朝礼、幹部の巡回、

定期面接、従業員意見調査、カウンセラー、

施設共有化、レクリエーション、社内団体



トヨタの｢自主活動」



日系対米進出工場のモラール向上対策（１９８０年ごろ）

注：対象21工場 資料：人間能力センター「日経海外企業の経営問題」
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（９）工場管理組織

トヨタの事例・・・これでも比較的フラット

班長・・・プレイング・マネジャー（現在は廃止？）

組長・職長（GL)・・・管理・指導・改善に専念

工長・・・係長。ここまで組合員

課長・・・ここから非組合員。ブルーカラーの到達点

保全・・・別組織

工場技術員



トヨタの組立工場組織 （１９９０年代）

工場長

工場管理部品質管理部組立部長

課長〔プレス、溶接、塗装など）

工長

組長（グループリーダー)

班長（今は廃止？）

保全

工場技術員

作業者（1班4～5名）

3～4班／組

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp51 図10.12) 
藤本隆宏『生産システムの進化論』有斐閣、トヨタ自動車資料より松尾隆、筆者作成 ‡



日系自動車メーカーの
米国現地工場の組織

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp52 図10.13) Conference Board レポートより筆者作成

‡



まとめ

安保教授グループの「適用・適応」モデル

・・・日系の米国現地工場は「ハイブリッド工場」

分野によって使い分け

日本方式の「押し付け」か？

「郷にいっては郷に従え」か？



米国現地自動車組立工場の人事公務管理：日米方式のハイブリッド

3.1作業長管理組織

4.6一体感

4.4情報共有化

2.7小集団活動モチベーション・

コミュニケーション管理

2.1賃金体系賃金管理

4.8職務区分作業・職務設計

3.4訓練･教育訓練・教育管理

4.9雇用保障雇用量管理

3.2昇進

3.2ジョブ･ローテーション

4.3雇用政策採用･配置・昇進管理

3.2苦情処理

4.2労働組合労使関係管理

平均スコア測定項目分野

‡
安保哲夫・板垣博・上山邦雄・河村哲二・公文溥 『アメリカに生きる日本的生産システム』 東洋経済新報社 1991年 (p.125)



安保教授グループの ｢適用・適応モデル｣



測定方法

藤本隆宏 『生産マネジメント入門』 日本経済新聞社 2001 (Ⅱp57 表10.8b) 
安保他『アメリカに生きる日本的生産システム』東洋経済新報社より筆者作成

‡



日本企業の人事システムは変わるか？

製品や産業の性格による（特に製品のアーキテクチャ）

自動車とパソコンソフトと銀行・・・タイプが異なる

変わる部分と変わらぬ部分

非正規従業員（期間工、派遣従業員、構内請負など）の
増加・・・期間工と多能工は両立可能か？


	第16回：人事・労務管理

